
 

日独フォーラム第 31回合同会議 座長ステートメント 

日独フォーラムは、2023年 11月 16・17日に第 31回合同会議を開催した。コロナ禍

以降では初めてとなるベルリンでの対面形式での会議となった。 3つのセッション、お

よび新たな試みとなった公開パネル討論会を通じて、多様なバックグラウンドを持つ日

独両国のメンバーが率直で建設的な意見交換を行った。私たちフォーラムへの継続的な

支援をくださっている日独両政府、そして今回の会場提供などで重要な協力をくださっ

たドイツ連邦議会に対し、心より感謝を申し上げたい。 

以下では、今回の合同会議での議論の概要、および日独両政府に対する日独フォーラ

ムからの提言を報告申し上げる。 

今回の合同会議は、(1)日独の政治・経済情勢、および経済・社会の構造変化（気候変

動、少子高齢化、移民など）への民主主義国家としての対応、(2)新たな東西分裂や「グ

ローバル・サウス」の台頭など、国際秩序の変化に直面する中での外交政策や日独協調

のあり方、(3)経済安全保障における日独協力の方向性、の 3 つを議題とした。 

まず、2日間の議論全体を通して、日独双方のメンバーから、政府・企業・学術界の

様々な分野で日独交流が積極化し、かつてないレベルに高まっていることを歓迎する意

見や、民主主義的価値観を共有する日本とドイツが経済・社会の諸課題に取り組む上で

長期的なビジョンを共有しやすく、将来にわたり幅広い協力関係を築けることを強調す

る発言が相次いでいたことを報告したい。 

セッション毎の議論を整理すると、第 1セッション「日独の政治経済情勢――気候変

動、移民、人口動態、防衛支出などへの民主主義国家としての対応」では、日本とドイ

ツはともに、国際情勢の不安定化や人口減少・少子高齢化の問題に直面しているが、民

主主義の「アップグレード」を進めることによって、ポピュリズムを抑止しながら国益

を最大化していくべきとの基本的認識がメンバー間で共有された。民主主義の「アップ

グレード」とは、(1)若年層の積極的な政治参加を通じて世代間の利害調整機能を高める

こと、および(2)少数派の意見を尊重しながら多様なアイデアを吸い上げ、議論の活性化

や合理的な解決策の発見につなげることであり、それにはコミュニティ・レベルでの議

論の場を増やすことがきっかけとなり得る。また、若年層の政治参加と日独交流の双方

の観点から、ドイツ連邦議会や議員事務所での勤務を体験できる「国際議員奨学金制度

（IPS）」の対象国に日本を含めるべきとの提案も出された。 

個別の論点では、とりわけ移民問題に焦点が当たった。ドイツでは、移民の流入が加

速して社会的なコンフリクトが頻発、不法入国者への対応も十分追い付かない状況とな
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っており、右派ポピュリズム勢力を伸長させる大きな要因となっている。そうした状況

への対応策として、複数のメンバーより、ODAや民間投資の拡大などを通じて移民流出

国の発展を支援し「母国に残る」選択肢の価値を高めるというアプローチが、ドイツへ

の移民流入の抑制に有効となり得るほか、支援の拡大がグローバル・サウス諸国との関

係強化にもつながるとの指摘があったことを紹介したい。 

一方、日本でも、外国人の受け入れへの関心が高まっており、経済・社会の活力を維

持するための重要な手段にしていくべきとの見方もある。ただし、外国人受け入れが増

える過程では、生活条件など様々な社会的課題が生じると見込まれ、その対処において

は「移民先進国」であるドイツの経験が参考になると考えられる。例えば、ドイツは、

移民向けのドイツ語習得に苦慮しているが、将来の人口減にブレーキをかけるための「先

行費用」と受け止め、語学教育に粘り強く取り組んでいる。このような移民問題をめぐ

るドイツの課題や政策面の努力について、日本は将来の自分のこととして積極的に情報

収集し、今後の政策に生かしていくべきである。 

第 2セッション「外交政策――ウクライナにおける戦争、新たな東西分裂、グローバ

ル・サウス」では、ロシアによるウクライナ侵略が続くほか、中国の権威主義が自由で

開かれた国際秩序を脅かし続ける中で、「暴力を振りかざす侵略者に利益を享受させて

はいけない」「貿易立国である日本とドイツは国際秩序の安定化に貢献し続けなければ

ならない」といった共通認識をベースに議論が進んだ。そして、日独政府間協議の初開

催（2023年 3月）や「日独 2+2協議」の恒例化、ドイツ軍と日本の自衛隊による合同演

習の実施など、安全保障面を中心に日独交流が活発化し、二国間関係が深まっている現

状を歓迎する意見が相次いだ。 

日独両国は今後も引き続き協力を深め、力を用いた現状変更の試みに対峙するととも

に、グローバル・サウスに対しては民主主義や自由貿易の意義を粘り強く発信し続け、

各国とのパートナーシップを確立していくべきである。具体的には、(1)抑止力強化につ

ながる防衛関係者の相互交流を継続すること、(2)日独の協力関係をサイバーセキュリテ

ィなど他の技術分野にも拡張すること、(3)第三国への ODAで日独が連携し、途上国の

成長を協力して支援していくことを提言したい。また、グローバル・サウスを民主主義

のネットワークに取り込んでいく上では、フランスや韓国など、自由貿易・人権尊重・

国際ルール遵守の原則を共有している近隣国にも協力を求めていくべきと考える。 

第 3セッション「経済安全保障に向けた日独の戦略――日独政府間協議の結果を踏ま

えた具体的な二国間協力に向けて」および公開パネル討論会「経済安全保障をともに強

化する」では、2023年 3月の日独政府間協議で中心的なテーマとなった経済安全保障を
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取り上げた。 

企業が事業活動の際に抱えるリスクは、近年多様化かつ複雑化している。そのため、

各社が単独ですべてのリスクを管理し、対処することはコスト面などから不可能である。

経済安全保障の強化には、企業と企業、企業と政府、政府と政府が、強い信頼関係のも

とでリスク情報を共有し、連携して対策を講じていくことが重要である。モノづくり立

国で資源の輸入依存度も高いという共通点を持つ日本とドイツが、サプライチェーンの

多様化など、経済安全保障において協力できる分野を探り始めたのは当然の流れである。 

今回の議論の中では、(1)両国の主力産業である自動車産業において EV（電気自動車）

シフトが進むほど、経済安全保障上のリスクは高まる（希少資源や半導体の使用が増え

るため）、(2)グリーンエネルギーの積極的な導入は、経済安全保障上のリスク軽減にも

寄与する、(3)経済安全保障を広義に捉えると、労働年齢人口の減少も日独両国にとって

はリスク要因であり、積極的な省力化投資や生産性の高い人材の育成が重要である、と

いった指摘があり、幅広くコンセンサスが得られた。 

その一方で、日本とドイツとの間で、経済安全保障に関するリスク管理の現状にギャ

ップが存在することも浮き彫りになった。日本では、2010年代から中国の経済的威圧（レ

アアース禁輸など）に直面する中で、企業や政府のリスク管理意識が高まり、それが事

業戦略や産業政策に一定の慎重さを与えるとともに、官民による情報交換の機会も設け

られるようになっている。一方、ドイツでは近年、Covid-19によるパンデミックやロシ

アによるガス供給停止を受けて、経済安全保障に対する問題意識が急速に高まっている

が、実際のアクションについては、総じてみるとまだこれから本格化する段階にある。 

従って、経済安全保障における日独協力は、まず、2010年代から蓄積している日本の

経験を先行ケースと位置づけ、企業や政府のあらゆるレベルで情報共有を進めていくこ

とが、重要なステップになると考えられる。 

今回の議論の成果が、日独関係の一層の強化、および次世代の繁栄につながる有益な

手がかりになることを願っている。 

改めて、ショルツ首相と岸田首相による日独フォーラムへの継続的なご支援、そして、

両首相が私どもの活動に高い関心を寄せてくださっていることに対し、心より感謝を申

し上げたい。 

ドイツ側座長 マティアス・ナス             日本側座長 小林 栄三 


